
２１世紀の課題
～安全な世紀とするために～
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Ⅰ．公共事業を取り巻く今後の課題

・国・地方の財政の悪化・逼迫等に伴う公共投資の抑制

・財政制約下での安全面での行政サービスの水準の維持、
　確保

・少子高齢社会の到来による投資余力の減少

・既存ストックの維持管理費の増大



厳しい予算
～予算の変遷とＧＤＰ～

砂防事業費の推移
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資料：国内総生産は内閣府「国民経済計算年報」
　　　  砂防事業費は国土交通省河川局「河川局関係予算概要」

注：砂防事業費とは、砂防事業・地すべり対策事業・急傾斜地崩壊対策
等事業の直轄及び補助の各事業費の当初予算額の合計額。



厳しい予算
～急傾斜地崩壊対策における試算～

【急傾斜地崩壊対策事業】

出典：砂防部とりまとめ
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（単位：千箇所）

整備済箇所数 急傾斜地危険箇所数

土砂災害防止法による危険箇所増加の抑制

すべての危険箇所をハード対策で整備
するには、今のペースで１００年以上１００年以上１００年以上１００年以上を
要する。

ー算出条件ー　　　　

①最近４カ年（H10～H13）の整備状況で箇所当たり事業費を算出。　　　　
②H15年度以降の事業費はH14年度当初予算の事業費が続くと仮定。　

③H９年度点検の急傾斜地崩壊危険箇所の箇所数をすべて整備。　　　　
④2002年の整備済箇所数は2001年度末の箇所数（推定値）。



Ⅱ．高齢化社会を取り巻く今後の課題

・高齢化の進展、高齢者福祉の充実

・高齢者が生き生きと生活できる暮らしの実現

・社会福祉の一層の充実



高齢化の進展と災害弱者施設等の増大

－資料－
厚生省大臣官房統計情報部保健社会統計課「社会福祉施設等調査報告」
文部省大臣官房調査統計企画課「学校基本調査報告書」
厚生省大臣官房統計情報部社会統計課「社会福祉施設等調査報告」
厚生省大臣官房統計情報部保健社会統計課保健統計室「医療施設調査・
病院報告」
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注:「高齢者世帯」とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
　  「割合」とは、全世帯数に対しての高齢者世帯数の割合を示す。

資料：厚生労働省ﾎ ﾑーﾍ゚ ｼー ﾞ「平成12年国民生活基礎調査の概況」に基づいて作成。

資料：厚生労働省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「平成12年国民生活基礎調査の概要」に基づ
いて作成

注：「高齢者世帯」とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳
　　未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
　　「割合」とは、全世帯数に対しての高齢者世帯数の割合をいう。

高齢者のみの世帯数の推移
全国の災害弱者施設等の推移



Ⅲ．都市と地方を取り巻く今後の課題

・「国土の均衡ある発展」から「地域の個性ある発展」へ

・都市と地方など社会的不公平感の拡大

・都市再生の推進

・面的・広域的な地域のまとまり、一体性の確保

・多様性のある地域の個性の創出と活性化の推進

・コミュニティの維持、形成



都市の拡大による土砂災害の危険性の増大

1966196619661966 1974197419741974 1986198619861986 1999199919991999

宅地開発の現状（広島市佐伯区）

都市部における市街地のスプロール化の進展により、土砂災害の危険性が急激に高まっている。都市部における市街地のスプロール化の進展により、土砂災害の危険性が急激に高まっている。都市部における市街地のスプロール化の進展により、土砂災害の危険性が急激に高まっている。都市部における市街地のスプロール化の進展により、土砂災害の危険性が急激に高まっている。

広島市屋代川災害
　（平成１１年６月）

住宅地の被災状況（広島市屋代川）

【死者３名、全半壊２２戸】

流木を伴った土石流によ
り広範囲に被害が及んだ。

急傾斜地危険箇所　
４箇所

急傾斜地危険箇所　
２４箇所

資料：砂防部とりまとめ

土石流危険渓流
　　４渓流



頻発する土砂災害

ー資料ー

「広島湾岸地域の山津波災害」「地理化学」第１８号、天満富雄、　　　　

「広島県災害史（平成９年）」、「高陽町史」、「呉市の４２年災害」、　　　
「第２８回土質工学研究発表会講演集」、「６．２９土砂災害（速報版）」　　

広島市及びその周辺（３市６町１村）における

過去の土砂災害による死者・行方不明者数
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　広島市及びその周辺では２０年間（Ｓ４３～Ｓ６２）起きていない期間もあったが、
平均すると１０年に１度の割合で人命に関わる災害が発生。

枕崎台風

ルーズ台風



最近の災害に遭う割合の高い地方別ブロック
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注１）１人当たり土砂災害発生件数割合：都道府県毎の土砂災害発生件数を、各都道府県毎の人口で割り戻し
た値。

注２）土砂災害発生件数は、国土交通省砂防部調べ。都道府県別人口は、平成１２年国勢調査より。

全国平均値　3.7

１人当たり土砂災害発生件数割合のブロック別比較
（H3～H12の10年間に発生した土砂災害件数に対する割合）

－関東ブロックを１．０とした場合－件/人・１０年



最近の災害に遭う割合の高い都道府県
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注１）１人当たり土砂災害発生件数割合：都道府県毎の土砂災害発生件数を、各都道府県毎の人口で割り戻した値。
注２）土砂災害発生件数は、国土交通省砂防部調べ。都道府県別人口は、平成１２年国勢調査より。

全国平均値　7.5

１人当たり土砂災害発生件数割合の都道府県別比較
（H3～H12の10年間に発生した土砂災害件数に対する割合）

件/人・１０年



危険箇所と隣り合わせの観光地

　　　－　　資　料　　－

観光客数：「平成１１年度全国観光動向」（（社）日本観光協会）　　　　　　　　　　　　　
　　・「観光客」の定義は各都道府県によって異なる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　・観光客数の多い上位１０市町村を計上した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　・東京都、石川県、山梨県、静岡県、三重県、大阪府、奈良県、鳥取県、岡山県、
　　　徳島県、高知県、愛媛県、鹿児島県、沖縄県の１４都府県については、市町村　
　　　単位の集計がなされていないため、計上されていない。

土砂災害危険箇所数：砂防部とりまとめ（土石流：Ｈ５年調査、急傾斜：Ｈ９年調査、　
　　　　　　　　　　　　　　地すべりを除く）

１km2当たりの土砂災害危険箇所は、「平成13年度版全国市町村要覧」に記載され
ている面積を使用し算出。
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危険箇所と隣り合わせの観光地

ロックアンカー工

「環境に影響を与えない」

「観光客に対する安全確
保」などを考慮しながら崩

壊の拡大を防止する対策
工事が必要な華厳の滝。

「環境に影響を与えない」

「観光客に対する安全確
保」などを考慮しながら崩

壊の拡大を防止する対策
工事が必要な華厳の滝。
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重要交通網、ライフライン等の保全による　
危機的被害の回避
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橋脚が無くなって垂れ下がっている線路

基礎部分が洗い流されて落ちている線路

伊豆急行線の被害　：　約３ヶ月不通、２８万８千人の足に影響、約１４億円もの被害額が発生
下田市内の観光客　：　前年比約３割の減少
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落合観測所（下田市落合地先）

出典：静岡県「土砂災害の記録」及び聞き取り



Ⅳ．環境を取り巻く今後の課題

・気候問題の生態系への影響、異常気象発生への懸念の　
　高まり

・京都議定書の約束履行への貢献、緑化推進によるＣＯ２　
　吸収源の確保

・森林の保全、里山の保全・再生、自然との共生

・美しく良好な環境の保全と創造と環境にやさしい社会の　
　実現



近年の林野火災の発生状況
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資料：林野庁ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 「各種施策紹介」に基づいて作成注：平均とは平成8年～平成12年の平均

延焼範囲図

新聞記事

林内の延焼状況 地表の状態

各務原市須衛町地先の遠景

延焼面積：約２１６ha（うち、約１１３haが重度が高い）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（岐阜県治山林道調べ）

大規模な山火事による森林の消失

近年の林野火災の発生状況



森林の質の変化と管理のいき届かない森林
～流木の増加～
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20ha以上100ha未満

1ha以上20ha未満

間伐した 間伐しなかった

①林業就業者数及び高齢化率の推移

③保有山林規模別の森林所有者数と間伐実施状況

②森林（人工林・天然林・その他）面積の推移

④管理のいき届かない現状
　　（山林の荒廃）

資料：総務省「労働力調査年報」
注：高齢化率は、総数を占める65歳以上の比率。 資料：林野庁「林業統計要覧」に基づいて作成。

資料：2000年世界農林業センサス概要。
注：保有山林面積１ha以上の森林所有者が対象。

資料：平成１２年度林業白書。
注：１）林家、会社、各種団体・組合を対象。
　　２）過去５年間、間伐を実施した森林所有者と実施しなかった所有者の構成比。



激しい気象と増加する流木
～要因と対策～
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○１時間降水量の年間延べ件数

【全国のアメダス地点（１３００箇所）より】

１時間降水量１００ｍｍ以上の年間延べ件数

１時間降水量７５～１００ｍｍの年間延べ件数

○有林地と無林地における崩壊の関係

○流木の捕捉事例○流木の発生状況

出典：砂防部とりまとめ
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資料：難波宣士（1959）崩壊地の基礎的特性について　
　　　林野庁治山課



激しい気象と土砂崩壊及び流木

　平成１２年９月東海地方を中心に記録的豪雨（東海豪雨）が発生し、矢作川上流域（岐阜県、
長野県、愛知県）で大規模な土砂崩壊と流木が発生した。
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ハイエトグラフ（槍ヶ入雨量観測所）

崩壊状況　　　　　　　　

長野県下伊那郡根羽村
井戸入沢　　　　　　　　

（２０００年９月撮影）

2日雨量確率＝１／２００（５９６ｍｍ）

日雨量確率＝１／６０（３１７ｍｍ）

資料：国土交通省中部地方整備局多治見工事事務所作成資料より

井戸入沢井戸入沢井戸入沢井戸入沢

槍ヶ入雨量槍ヶ入雨量槍ヶ入雨量槍ヶ入雨量

観測所観測所観測所観測所

矢作川矢作川矢作川矢作川

木曽川木曽川木曽川木曽川

崩壊地の状況 矢作ダムに流入した流木



自然共生型事業の展開

まちまちまちまち

川川川川

山山山山

土砂災害対策
スリット構造により

生態系の連続性を確保

上流域での緑の回復緑の回復緑の回復緑の回復
↓

豊かな自然環境の創出豊かな自然環境の創出豊かな自然環境の創出豊かな自然環境の創出
国土の保全国土の保全国土の保全国土の保全

市街地にある緑を活市街地にある緑を活市街地にある緑を活市街地にある緑を活
かした防災対策かした防災対策かした防災対策かした防災対策



土砂移動による環境変化

森林植生の侵入阻害

　禿山や崩壊地では、表土の流亡、冬期
の凍上・融解により土砂移動が著しく、植
生の浸入が難しい。
　土砂移動が抑制されなけれ
ば困難な緑の回復(山腹工）。

砂防工事着手前の実況　明治40年(1907)8月撮影

砂防工事着手1年後の実況　明治41年(1908)10月撮影

現在の状況

【愛知県：愛知万博会場（海上の森】

ダム貯水池上流部の景観変化

　貯水池末端におけ
る堆砂が進行するこ
とにより、水辺空間が
損なわれ景観が変化
している。

河川景観の変化

　桂川(京都府)にかかる渡月橋
周辺では土砂堆積により中洲が
形成され周囲の景観との調和が
とれていないと問題にされている。

平成４年：撤去直後

平成８年１０月の状況

約４年が経過

海岸景観の変化

　名勝三保の松原が海岸侵食の危機
にさらされるなど、侵食の増大は海岸
景観にも大きな変化をもたらす。

出典：砂防部とりまとめ及び

　　　　静岡県の海岸より

【長野県：美和ダム】

【静岡県：清水海岸】

【京都府：桂川「渡月橋】

【平成６年の被災状況】



Ⅴ．社会を取り巻く今後の課題

・行政改革（効率性・透明性）への対応

・「ＩＴ革命の推進」によるＩＴ社会の到来、技術革新の進展

・「災害環境」に関する情報の普及・浸透

・阪神・淡路大震災、米国の同時多発テロ事件をはじめ危　
　機管理に対する社会的要請

・総合的なリスクマネージメントの展開

・国、地方公共団体、事業者、住民、ＮＰＯなどすべての主　
　体による総力的取り組みの推進



土石流危険渓流

資料　砂防部とりまとめ
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増加する土砂災害危険箇所数を抑制することが必要
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災害の軽減災害の軽減災害の軽減災害の軽減

開発の抑制開発の抑制開発の抑制開発の抑制

都市計画区域　
（市街化区域） 砂防指定地　　

緑地保全地区　

防砂の施設　　
市街化調整区域

　　　　　　　　など

緩衝樹林帯 山麓部

適正に樹林を管理適正に樹林を管理適正に樹林を管理適正に樹林を管理

砂防法砂防法砂防法砂防法
公園緑地法公園緑地法公園緑地法公園緑地法

　都市計画法　　都市計画法　　都市計画法　　都市計画法　
　　　　など　　　　など　　　　など　　　　など



「災害環境」に関する情報の普及・浸透

・「知る努力」への意識の向上

　　　災害対策基本法　第七条　第２項　【住民等の責務】

　　　　　前項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、自ら災害に　　　　　　　　　
　　　　備えるための手段を講ずるとともに、自発的な防災活動に参加する等　　　　　　　　

　　　　防災に寄与するように努めなければならない。

・ハザードマップ等「災害環境」に関する情報の充実と住民　
　が受け入れやすい情報内容、情報提供手段の工夫

・ＩＴ社会の到来による高速・大容量の通信時代を背景とした、
　情報提供の迅速性の確保、情報量の充実並びにこれらに
　対応するための多様な情報提供手段の適切な選択、活用



危機管理体制の充実・強化の推進

・災害による被害を最小化するための住民の早期避難、迅
速な初動体制、的確な復旧活動の確保

・危機管理に対する住民意識の高揚・啓発



Ⅵ．国民生活を取り巻く今後の課題

・連続休暇取得の促進、余暇メニュー充実及び低廉化

・国民の価値観の多様化、女性の社会進出、働き方の変化

・ＮＰＯ活動の増加、ＮＰＯの活力の導入、新規雇用の創出

・勤労意欲のある高齢者、高齢者のボランティア活動

・体験学習の場の確保

・行政サービス水準の向上と住民参加・連携の推進



行政サービスの水準の向上と住民参加・連携の推進

・ＰＩ（パブリック・インボルブメント）など政策実施の早い段階
　からの住民参加や情報公開による対話型行政の推進

・公共事業における地域住民やＮＰＯ等が積極的に参加　　
　できる仕組みづくり



住民参加活動の増大

川や水に関する活動を行っている市民団体等の
年別設立団体数の推移
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資料：「川や水の活動団体名簿」（日本河川協会）

地域の活力によ地域の活力によ地域の活力によ地域の活力によ
る安全で安心なる安全で安心なる安全で安心なる安全で安心な

国土づくり国土づくり国土づくり国土づくり


